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次 第

１ 開会

２ 委嘱状交付

３ 教育長あいさつ

４ 委員及び事務局職員紹介

５ 社会教育委員について

６ 議長，副議長の選出

７ 諮問

８ その他

９ 閉会
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１ 社会教育委員について

○委員：１５人以内

・学校教育関係者

・社会教育関係者

・家庭教育関係者

・その他必要と認める者

○身分：非常勤特別職

・地方公務員法に基づく地方公務員

社会教育委員

○
委
嘱

○教育に関する一般方針の決定

○教育委員会規則の制定，その

他重要な事項の決定

教
育
長

教育委員会

委

員

委

員

委

員

委

員

市

長

○議会の同意を得て，

教育長及び委員を任命

○総合教育会議

教育行政の大綱の

策定等の協議調整

○社会教育に関する諸計画の立案

○定時・臨時に会議を開き，教育委員

会の諮問に対して意見を述べる

○必要な調査研究

○社会教育に関する助言

○会議に出席し，社会教育に関

する意見を陳述

２



１ 名称

柏市社会教育委員

２ 根拠法令

社会教育法・柏市社会教育委員条例・柏市社会教育委員会議規則

３ 委員数

１５人以内

４ 委員任期

平成２９年６月１日から平成３１年５月３１日まで

１期２年（ただし，原則，再任は２回まで）

５ 役割（社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）より抜粋）

(社会教育委員の構成 )

第十五条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。

２ 社会教育委員は，教育委員会が委嘱する。

(社会教育委員の職務 )

第十七条 社会教育委員は，社会教育に関し教育 委員会に助言する

ため，次の職務を行う。

① 社会教育に関する諸計画を立案すること。

② 定時又は臨時に会議を開き，教育委員会の諮問に応じ ，これに

対して，意見を述べること。

③ 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。

２ 社会教育委員は，教育委員会の会議に出席して社会教育に関し

意見を述べることができる。

３ 市町村の社会教育委員は ，当該市町村の教育委員会から委嘱を

受けた青少年教育に関する特定の事項について ，社会教育関係団

体，社会教育指導者その他関係者に対し ，助言と指導を与えるこ

とができる。

３



２ 他市町村における社会教育委員の答申・建議等について

・社会教育委員は，社会教育に関する諸計画の立案，教

育委員会に対する答申・建議等を行うとされています。

・平成２７年度は，９都道府県，６政令市，２６市町村

で答申等が行われました。

・答申等の内容は，子育て，家庭教育，学校支援及び学

校・地域・家庭の連携・協働，コミュニティや生涯学

習社会の構築などに関するものが多くなっています。

４

○社会教育法

第 17 条 社会教育委員は，社会教育に関し教育委員会に助言するため，

次の職務を行う。

(1) 社会教育に関する諸計画を立案すること。

(2) 定時又は臨時に会議を開き，教育委員会の諮問に応じ，これに対して，

意見を述べること。

(3) 前２号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。



・他市町村における社会教育委員の答申・建議等につい

ては，次のとおりです。（社教連会報第 79 号 )

５



３ 柏市における過去の提言について

柏市においては，以下のような提言が行われています。

○平成１７年２月

提言書 地域と家庭における社会教育のあり方に

ついて

○平成１９年２月

地域と学校の連携・融合による小学生の「安全・

安心」な生活環境づくりについて提言

家庭の重要さを再認識し，家庭，学校，地域社会の連携・協力体制

づくりについて提言

１ 家庭の教育力向上への方策

２ 学校支援体制づくり

３ 子どもの居場所づくりとその必要性

４ 地域にある既存の教育施設等の再評価と活性化

５ 社会教育団体等との連携協力体制づくり

６ 市民への広報活動と情報の提供

通学路での登下校時における安全確保の対策と小学生の居場所づく

りへの対策について提言

１ 登下校時における安全確保対策

学校，家庭，地域がより連携・融合して「安全・安心なまちづくり」を目指す

２ 小学生の居場所づくり対策

「都市部」，「農村部」，「混住地区」の３地区に，各一か所の「居場所モデル

地区」の設定を目指す

６



○平成２３年２月

提言書 家庭教育振興方策について

○平成２９年２月

提言書 体験のススメ 失敗のススメ

※別添のとおり

家庭教育支援の取り組みを「家庭」「地域」「学校」「行政」「企

業」の５つの視点から提言

１ 家庭自ら取り組む家庭教育支援

(1) 「家庭の日」の啓発を行う

(2) 子どもの拠り所となる家庭づくり

２ 地域社会全体が取り組む家庭教育支援

(1) 地域社会全体での子育て支援

(2) 学習機会の充実

３ 学校・ＰＴＡが取り組む家庭教育支援

(1) 学校・家庭・地域社会が連携し一体となった子育て支援づくり

※この中で，「みんなの子育て広場」の立ち上げを提案

(2) 「放課後子ども教室事業」の拡大

(3) 学校から発信する家庭教育支援の充実

(4) 自主的に活動できる「おやじの会」の発足

４ 行政が取り組む家庭教育支援

(1) 子育て支援の人材育成

(2) 家庭教育を支援する人材（コーディネーター）育成と場づくり

(3) 学校支援ボランティアの普及・育成

(4) 小学校就学前の家庭教育支援

５ 企業等が取り組む家庭教育支援

(1) 企業の持っている教育資源（人・内容・施設等）を有効活用した家庭教育支援

(2) 働く親（保護者）の家庭教育支援として企業・事務所の協力体制づくり

(3) 大学との連携

７



４ 諮問書

柏教生第１２８号

平成２９年７月１８日

柏市社会教育委員会議

議長 様

柏市教育委員会

教育長 河 嶌 貞

地域と学校の連携について（諮問）

このことについて，下記のとおり貴会議に諮問します。

記

１ 諮問事項

地域と学校の連携について

２ 添付書類

別紙のとおり

８



地域と学校の連携について

１ 背景

わが国は，急激な少子高齢化が進み，将来的には人口減少が押

し寄せる時代が到来するといわれている。

そのような中で，地域社会では，地域の異世代の人との関わり

の中でさまざまな体験の機会を子どもたちに提供する地域の持つ

教育力が近年低下してきているといわれている。また，家庭では

核家族の増加等家族形態が変化するとともに，地域社会とのつな

がりも弱まっていることが指摘されている。

一方学校では，地域社会や家庭の教育力の低下に伴い，様々な

課題や責任が課され，学校の抱える課題は著しく複雑化・多様化

しているともいわれている。

２ 国の動き

国は，中央教育審議会答申「新しい時代の教育や地方創生の実

現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策に

ついて（平成２７年１２月答申）」を受け，「『次世代の学校・

地域』創生プラン」を策定し，学校・地域それぞれの視点に立ち，

「次世代の学校・地域」両者一体となった体系的な取組みを進め

ているところである。

上記を踏まえ，本市においても，地域と学校との新しい関係の構

築が求められているところである。

別 紙

９



５ 諮問関係資料

平成２７年１２月２１日

「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地

域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について

（中央教育審議会答申）」

１０



平成２８年１月２５日

「次世代の学校・地域」創生プラン（文部科学省）

１１



１２



６ 平成２９・３０年度社会教育委員会議について

(1) 平成２９・３０年度の開催予定

日時等 議題等（予定）

平成２９年度

第１回

７月１８日（火）

・委嘱状交付

・議長及び副議長の選出

・諮問

・平成２９年度生涯学習部各課・館・所主要事務事業

概要について

第２回

１１月

・地域と学校の連携協働について（牧野委員講演）

第３回

２月

・学校から見た学校と地域の連携について

・地域から見た学校と地域の連携について

・平成３０年度社会教育団体への補助金交付について

平成３０年度

第１回

７月

・答申案骨子の検討

・平成３０年度生涯学習部各課・館・所主要事務事業

概要について

第２回

１１月

・答申案の検討

第３回

２月

・答申

・平成３１年度社会教育団体への補助金交付について

１３


